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特許共同出願契約書（案） 

 

 学校法人福岡大学（以下「甲」という。）と○○株式会社（以下「乙」という。）は、○年○月○日

付け締結の共同研究契約書（研究題目「○○○○」）第○条第〇項に基づき、甲に属する教職員等及

び乙に属する従業員が共同して行った発明「○○○○○○（甲の整理番号：ＦＵ－○○○、乙の整理

番号：○○○○）」（以下「本発明」という。）の共同出願「特願  -    （出願後記入）」（以下

「本出願」という。及び本発明に係る権利の取扱いについて、次のとおり契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。 

 

 （権利の帰属及び持分） 

第１条 甲及び乙は、本発明に係る特許を受ける権利及びこれに基づき取得する特許権（以下「特許

権等」という。）を共有し、その持分は、甲○％、乙○％とする。 

 

 （手続及び通知） 

第２条 本発明の特許出願及び登録までの諸手続並びに登録後の権利の維持保全の手続は、甲の協力

のもと、乙が行う。ただし、乙は、審査請求・審判請求を行うとき、拒絶理由通知・拒絶査定を受

けたとき、その他甲乙協議の上手続することが適当と認められるときは、甲と事前に協議する。 

２ 乙は、前項の手続の経過報告及び手続に係る提出・受理書類の写を、その都度遅滞なく甲に送付

する（代理人をして送付せしめることを妨げない。）。 

 

 （費用） 

第３条 乙は、前条の手続に要する費用（以下「手続費用」という。）を負担する。 

２ 乙は、第４条第３項に定める実施を行った場合は、当該実施料から前項の乙の負担した甲の持分

に係る手続費用を控除することができる。 

 

 （実施及び実施許諾） 

第４条 乙は、甲の書面による事前の承諾を得て、乙の指定する者に本発明を実施させることができ

る。ただし、乙の指定する者の実施、実施料等に関する甲への通知、報告、支払い等は、乙が行う

ものとし、乙の指定する者の本契約内容の遵守も乙の責任において行うものとする。ここで乙の指

定する者とは、乙の会社法上の子会社又は親会社若しくは自らの事業のために製造を委託する者を

いう。 

２ 乙又は乙の指定する者は、本発明を実施しようとするときは、事前に甲に通知する。 

３ 甲は、乙又は乙の指定する者から独占的に本発明を実施したい旨（乙が本発明を実施し、かつ甲

の第三者への本発明の実施許諾の申し入れを拒否する場合を含む）の通知があった場合は、一定期

間独占的に実施をさせることができる。この場合、乙は甲に別に実施契約で定める実施料を支払う。 

４ 甲又は乙は、相手方から、甲、乙及び乙の指定する者以外の者（以下「第三者」という。）への

本発明の実施許諾の申し入れがあったときは、前項の場合を除き、特段の事情がない限りこれを承

諾する。この場合に得られた実施料は、第 1条に定める持分を基準とし、実施許諾にいたる貢献度
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等を考慮して別に実施契約で定める割合で配分する。 

５ 乙又は乙の指定する者は、甲の書面による事前の承諾を得て、第三者と本発明に関するクロスラ

イセンス契約を締結することができる。この場合は、原則として、第三者の実施も乙の実施とみな

し、乙は甲に別に実施契約で定める実施料を支払う。 

６ 乙又は乙の指定する者は、第３項の定めにより甲と実施契約を締結したにもかかわらず、実施許

諾日から３年以内に正当な理由なく本発明を実施しないときは、甲は、事前に乙の意見を聴取した

上で、第３項の定めにかかわらず第三者に実施許諾を行うことができる。 

 

（持分の譲渡等） 

第５条 甲又は乙は、相手方の書面による事前の承諾なしに、特許権等の自己の持分の一部又は全部

を第三者に譲渡し、若しくはその持分を目的として質権を設定してはならない。 

２ 甲又は乙は、相手方が望み、合意した場合は、特許権等の自己の持分を相手方に譲渡することが

できる。 

３ 甲又は乙は、特許権等の自己の持分を放棄するときは、その持分を相手方に無償で譲渡する。 

 

 （第三者との紛争） 

第６条 甲及び乙は、本発明の特許出願及び特許権等について、第三者から特許異議申立、無効審判、

訴訟等を提起されたとき又は第三者との間で紛争を生じたときは、その対応方法、それに要する費

用等について協議する。 

 

 （改良発明等） 

第７条 甲及び乙は、本発明の改良に係る新規の発明又は考案をなし、これについて特許出願又は実

用新案登録出願を行おうとするときは、あらかじめ相手方と協議し、その取扱いを決定する。 

 

 （秘密保持） 

第８条 甲及び乙は、本発明の内容及び本契約を履行する過程において相手方より開示若しくは提供

を受け又は知り得た技術上及び営業上の秘密情報について、第三者に開示・漏洩してはならない。

ただし、次の各号のいずれかに該当するものについては、この限りでない。 

 (1) 開示を受け又は知得した際、既に自己が保有していたことを証明できる情報 

 (2) 開示を受け又は知得した際、既に公知となっている情報 

 (3) 開示を受け又は知得した後、自己の責によらずに公知となった情報 

 (4) 正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを証明できる情報 

 (5) 相手方から開示又は提供を受けた情報によることなく独自に開発・取得していたことを証明

できる情報 

(6) 書面により事前に相手方の同意を得た情報 

 

 （契約の解除及び損害賠償） 

第９条 甲及び乙は、相手方が本契約に違反したとき、又は本契約に定める義務の履行を怠ったとき

は、３０日の予告期間をもってその違反の是正又は義務の履行を催告し、当該予告期間内に相手方
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がこれに応じないときは、直ちに本契約を解除し、その被った損害の賠償を相手方に請求すること

ができる。なお本契約が解除された場合、甲及び乙は、本発明の取扱いについて別途協議を行う。 

 

 （有効期間） 

第 10 条 本契約の有効期間は、本契約の締結日から本発明に基づき取得した特許権の存続期間満了

日までとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するに至ったときは、その該当するに至った日

をもって終了する。 

 (1) 本発明に係る出願がすべて取り下げられ（取り下げられたものとみなされる場合を含む。）又

は無効となったとき。 

(2) 本発明に係る出願のすべてについて拒絶すべき旨の査定又は審決が確定したとき。 

(3) 特許権等の無効の審決が確定したとき。 

(4) 自己の持分の放棄又は相手方への譲渡等により、特許権等が甲、乙のいずれかのみに帰属し

たとき。 

２ 第８条の定めは、本契約終了後も３年間有効に存続する。 

 

 （準用） 

第 11 条 本契約は、本発明の特許出願の実用新案登録出願への出願変更、本発明の特許出願に係る

分割出願、本発明の特許出願に係る国内優先権に基づく出願及び本発明に係る外国出願を行う場合

に準用する。 

 

 （協議） 

第 12 条 本契約に定めのない事項又は本契約の各条項の解釈に疑義が生じたときは、甲及び乙は誠

意をもって協議の上、これを解決するものとする。 

 

 

 本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保管する。 

 

  年  月  日 

 福岡県福岡市城南区七隈八丁目１９番１号 

甲 学校法人福岡大学 

 福岡大学長    永田 潔文    印 

  

  

 住所 

乙 機関名 

 役職・氏名            印 

 


